
















要旨:地域保健法・母子保健法等の改正による母子保健・小児保健事業の市町村移管に伴

い、障害児・境界児に対する新しい地域支援のあり方を再構築する必要がある。今年度は、

保健所における障害児・境界児への対応についてアンケート調査を実施した。無作為に抽

出した 115保健所にアンケート用紙を郵送し、72 保健所(回収率 62.6%)から回答があった。

人口群別に集計を行った。境界児に対する市町村移管後の対応は、保健所と市町村と共同

で行うとしたところが 60%であった。異常児・障害児についても、保健所と市町村と共同

で行うが約 60%、保健所単独が約 21%であった。人口が少ない地域・市町村の医療期間や

療育施設を持たないところが多かった。アンケート集計結果に基づき、障害児・境界児に

対する保健所と市町村の役割と協力体制について考察を行い、提言を行った。


